










States Census Bureau）によれば，サブプライムローンの差押え率（Foreclosure Rates）は，2006
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統計指標からみたハウジングアフォーダビリティの国際的動向
1）　United States Census Bureau（2013c）, p.743.


















米国では 19 世紀後半に 1週間の所得と 1月の家賃を等しくするという慣習が存在し，これ





















格の所得倍率比を 2～ 2.5 倍とすることを基準として打ち出す。2～ 2.5 倍の計算根拠として，
当時，住宅価格の 1％を月々の所得の 25％で支払うという慣習が存在していたためである。そ
れゆえ，住宅価格を V，年間の所得を Iとした場合，V× 1％＝ I÷ 12 × 25％という関係式が
成り立ち，結局 V/I＝ 2.083 が求まる。そこから住宅価格の所得倍率比として 2～ 2.5 倍の範
囲内という基準が導き出された。
このように米国のハウジングアフォーダビリティ統計としての 25％基準は古くから存在す
る慣習を土台として導き出されたものである。その基準に 1920 ～ 30 年代にかけて金融機関と
政府がお墨付きを与えたことが現在まで使用されている理由である。しかしながら，最近では
25％ではなく30％基準が一般的に使用されている。その一例として米国住宅都市開発省（United 
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例えば，中古一戸建住宅の価格（中央値）が 20 万ドルの場合，頭金の 2割に相当する 4万
ドルを差し引いた 16 万ドルを住宅モーゲージとして借り受けることになる。借入期間 30 年，
モーゲージ金利が 3％とすると，月々の返済額は約 850 ドルと計算される。当該世帯が 850 ド
ルを月々支払うためには，25%基準よりその 4倍の 3,400 ドルが必要な所得となる。3,400 ド
ルと，実際の所得金額と比較して，もし当該世帯が月々 4,000 ドルの所得を稼いでいれば，4,000
÷ 3,400 ＝ 117.6（％）となり，100 を超えているので，住宅購入において望ましい状態になる。
逆に 3,200 ドルしかない場合には，3,200 ÷ 3,400 ＝ 94.1（％）で 100 に満たないので，住宅購
入において望ましくない状態になる。
次に AIとよく似た指標として，全米ホームビルダー協会（National Association of Home 
Builders：NAHB）が策定している HOI（NAHB-Wells Fargo Housing Opportunity Index）が存在
する 8）。その差異は，AIが所得（中央値）と住宅価格（中央値）との比率を算定するのに対し，
6）　Weicher（1977）





























← 8）　National Association of Home Builders（2013）
9）　Jewkes and Delgadillo （2010）
10）　United States Census Bureau（2013b）













生活費については米国労働統計局（United States Bureau of Labor Statistics）の公表データを活



















現在の持家層も含む）の 42.5％がそれぞれの地域の標準住宅（Modestly Priced Home）を購入
することができると報告されている 13）。表 1 は米国における世帯類型，およびテニュア別の
標準住宅購入世帯割合の推移を表している。2009 年において，家族世帯の場合 50.3％，単身






1984 年から 2009 年までの標準住宅購入可能世帯割合の推移をみた場合，住宅取得能力はい

















影響をもたらさなかった（6.8％→ 7.3％）。一方で頭金割合の 5％を 2.5％に緩和した場合には
表 1　米国における世帯類型，およびテニュア別の標準住宅購入可能世帯割合の推移
（1984 ～ 2009 年）
（引用）Wilson and Callis（2013），p.2.
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0.4％（6.8％→ 7.2％），さらに頭金割合をゼロとした場合には 1.3％（6.8％→ 8.1％）とそれぞ
れ上昇している。その中でも住宅取得能力の改善に最も効果の大きかったのが住宅購入資金の
補助であった。5,000 ドルを補助した場合には 1.9％（6.8％→ 8.7％），10,000 ドルを補助した
場合には 9.3％（6.8％→ 16.1％）とそれぞれ上昇することが見込まれる。
この他の指標として米国における住宅費の状況を American Housing Surveyから分析する 14）。
持家層の月々の住宅費（中央値）は 2005 年の 809 ドルから 2011 年の 1,008 ドルに，一方，借
家層の月々の住宅費（中央値）は 2005 年の 694 ドルから 2011 年の 845 ドルに，それぞれ増
加している。変化率でいえば，いずれの階層も 2割以上増加している。くわえて，持家層の
場合，月々の住宅費が 500 ドル以下の世帯の割合は 2005 年では 32.4％であったが，2011 年に
は 21.3％と 10％超減少し，逆に 1,500 ドル以上の世帯の割合は 2005 年の 22.9％から，2011 年
には 29.8％へと増加している。借家層も同様に，月々の住宅費が 500 ドル以下の世帯の割合は
2005 年では 24.0％であったが，2011 年には 14.9％と 10％近く減少し，逆に 1,500 ドル以上の
世帯の割合は 2005 年の 5.6％から，2011 年には 11.6％へと 2倍に増加している。
当然のことながら住宅費の増加は所得に占める割合の上昇を示すことになる。所得に占める
住宅費の割合の推移を表したのが図 1である。持家層における所得に占める住宅費の割合は
10%未満の世帯が 2005 年には 19.8％であったが，2011 年には 14.8％となり，5％減少している。
逆に 30％以上の世帯の割合は 2005 年の 27.5％から 2011 年の 32.0％へと増加している。また
借家層における所得に占める住宅費の割合については 10％未満（3.5％→ 2.7％），および 10％
以上 20％未満（17.2％→ 13.2％）の世帯が減少しているものの，逆に 30％以上の世帯（48.8％
→ 54.7％）が増加傾向にある。これらの結果から米国における住宅取得能力，および住居費負
14）　United States Census Bureau（2013a）
図 1　米国における所得に占める住宅費の割合の推移（2005 年・2011 年）




の状況についてみていく。図 2は 1981 年から 2013 年までの AIの推移を表している 15）。AIは
1980 年代初頭では，おおむね 70 程度であったが，徐々に改善し，1986 年には 100 を超える
水準に達した。その後も 100 を超える水準を維持し，さらに 1990 年代から 2000 年代前半ま
で AIは安定的に推移した。2000 年代中期以降，住宅価格の高騰により AIは減少するものの，
その後，2000 年代後半から 2010 年代初頭にかけて大幅に上昇し，住宅取得能力の向上がみら
れる。これは住宅価格の下落や住宅モーゲージ金利の低さを背景としている。しかしながら各
世帯が抱える過剰な負債額を考慮すると，一概に住宅取得能力が改善したとはいえない。
2013 年 1 月に AIは 213.6 となり，過去最高水準を記録したが，同年 12 月には 168.4 と大幅
に減少している。この要因として住宅価格の急激な上昇があげられ，一部の専門家の間では
住宅バブルの再燃を指摘する声もある。データを紹介すると，2013 年の第 4四半期において，
前年同時期と比較して，主要 164 都市のうち，7割超に相当する 119 都市で住宅価格（中古一
戸建住宅の価格中央値）が上昇し，さらに 42 都市で 10％を超える上昇率を記録している。そ





（引用）National Association of Realtors（2013）
15）　AIには，住宅モーゲージについて固定金利型と混合金利型の 2つのタイプが存在しているが，図 1は混合
金利型について表記している。
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次に全米ホームビルダー協会が策定している HOIからハウジングアフォーダビリティの状
況を見ていく。図 3では 2004 年第 1 四半期から 2013 年第 3 四半期までの HOIの推移を示し
ている。2004 年第 1四半期において HOIは 61.2 であり，この結果はその地域の所得中央値を
有している世帯であれば，流通している住宅の 61.2％が購入可能であることを意味する。その














図 3　NAHB-Wells Fargo Housing Opportunity Index（HOI）の推移




カナダ全体としては 1996 年 26.5％，2001 年 24.1％，2006 年 24.8％と推移している。これを借
家層と持家層に分類した場合，借家層が 1996 年の 43.0％から，2001 年の 39.4％，2006 年の
40.1％と減少傾向にある。一方，持家層は 1996 年の 16.9％から，2001 年の 16.0％，2006 年の
17.8％と増加傾向にある。
最近では，社会的弱者といわれる世帯のハウジングアフォーダビリティの状況が注目されて






シュコロンビア州の 43.4％が高く，これらの州では 4割超の世帯が所得の 30％以上を住宅費
として支払っている。一方で，持家層の場合，ブリティッシュコロンビア州の 22.7％，オンタ












ties and Local Government）が毎年報告書を発表している 17）。その内容の一部を紹介すると，
2012 ― 13 年にイングランドで供給されたアフォーダブル住宅は 42,830 戸であり，昨年と比較
すると 26％減少している 18）。そのうち持家として 16,190 戸のアフォーダブル住宅が供給され，
17）　Department for Communities and Local Government（2013）
18）　アフォーダブル住宅の中には Social Rented Housing, Intermediate Affordable Housing, Affordable Rented 
Housingが含まれている。
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前年（16,250 戸）と比較すると，微減である。また 16,190 戸のうち，3,570 戸が新規に開発さ
れた住宅である。
その他の政府統計として，国家統計局（Ofﬁce for National Statistics）が所得に占める住宅モー
ゲージの返済割合について計算し，公表している 19）。図 4 は英国の住宅取得層の所得に占め
る住宅モーゲージの返済割合の推移を示している。属性別では全体だけでなく，1次取得層と
買い替え層に分類することができる。1990 年代初頭に住宅購入層全体の返済割合が 25％を超








ている。1次取得層の自己資金割合は 2006 年の 16.4％から 2012 年の 23.0％と上昇している。
民間の統計として，金融機関である Nationwide Building Societyがハウジングアフォーダビ
リティ統計指標を公表している 20）。その内容として第 1次取得層の可処分所得に占める住宅
モーゲージ返済額の割合（First Time Buyer Affordability Measure）とそのインデックス（First 
Time Buyer Affordability Indices），第 1 次取得層における住宅価格の所得倍率比（First Time 
図 4　英国の住宅取得層の所得に占める住宅モーゲージの返済割合の推移
（引用）Ofﬁce for National Statistics（2014）
19）　Ofﬁce for National Statistics（2014）
20）　Nationwide Building Society（2013）
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ハウジングアフォーダビリティの悪化を表現している。2013 年第 4 四半期において英国全体
のインデックスは 86.3 と計算されている。住宅価格の所得倍率比は平均的な住宅価格と平均
的な常勤労働者の収入額の比率を計算し，全国に加えて，13 の都市や地域に分類して数値が
公表されている。所得倍率比については，2000 年以降英国全体で 2.8 倍から 5.4 倍の間で，一
方ロンドンでは 4.3 倍から 7.5 倍の間で推移している。
4．オーストラリア
オーストラリアでは，オーストラリア統計局（Australian Bureau of Statistics）によって，ハ
ウジングアフォーダビリティ統計が作成，および公表されている 21）。主な指標として，低所
得借家層向けの指標（Low Income Rental Affordability）と住宅購入者向けの指標（Housing Af-
fordability for Home Buyers）が存在する。
低所得借家層向けの指標は，世帯収入に占める住宅費の割合を示すもので，全体，民営借
家，公営借家の 3つに分類されている。低所得借家層とは家賃手当を除いた等価可処分世帯収






の割合は過去 10 年間で安定的に推移している（1997 ― 98 年 28％→ 2007 ― 08 年 27％）。しかし
ながら，民営借家層と公営借家層では状況が異なる。民営借家層の場合，1997 ― 98 年は 33％
であったが，2007 ― 08 年には 28％に減少している。この理由として，過去 10 年間に民間家賃
額が 34％増加したものの，それを上回る割合（64％）で所得が増加したためである。一方，
21）　Australian Bureau of Statistics（2010a，2010b）
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公営借家層の場合，家賃額の上昇は 30％に対し，所得の上昇は 11％にとどまる。その結果，




示したものである。その割合は2003 ― 04年には36％であったが，2007 ― 08年には27％と減少し，
オーストラリアにおける住宅取得能力の減少を意味している。
持家層のハウジングアフォーダビリティに影響を及ぼす要因として，金利，住宅価格，所得











② 等価世帯残存所得（Equivalised Household Residual Income）
③ 所得に占める住宅費の割合




方はカナダ政府による国民居住基準（Canadian National Occupancy Standard）を採用したもので
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International Trends in Housing Affordability by Statistical Indicators
Tatsuo OI
Abstract
The purpose of this paper is to investigate international trends in housing affordability 
by statistical indicators. The author reviews the statistics on housing affordability and 
analyzes the situation in the United States, Canada, UK, Australia and New Zealand. 
The ratio of housing cost to household income is considered as an important statistical 
indicator. The author finds that many owners and renters suffer from the increased 
burden of housing costs and a decreased ability to purchase homes. Therefore, this paper 
indicates that the state of housing affordability has been getting worse worldwide.
